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 1990 年代から 2000 年代初頭にかけて、日本経済は「失われた 10 年」と形容
される長期的に景気が低迷する時期を経験した。この期間における労働市場の
大きな特徴として、失業率の持続的な上昇を指摘することができる。失業率は
80 年代中頃から低下傾向にあり、1991 年には 2.1%まで下がっていたが、それ以
降上昇に転じ、９０年代を通じて上昇を続けた。2002 年のピーク時には 5.38%
にも達した。さらに失業率の上昇とともに 90 年代には失業の長期化も進行した。
1992 年において失業期間が 1 年を超える失業者の割合はわずかに 15%程度であ





















































                                                 
2 海外における実証研究についてもその蓄積は多くない。Flanagan and Eccles(1993)、Gregg 





















れている。4 無業率は、90 年 3 月には 5.2%であったが 90 年代を通して上昇を




データの制約上 2004 年度以降の数字のみ利用可能である。6 中途退学率は、
1996 年度から上昇を開始し、2002 年度から 2003 年度にかけて 8.5%という高水
準で推移した。長期不登校生徒数は 2004 年度をピーク（18.2 人）に減少を続け、
2007 年度から 2009 年度は 15 人台まで低下したが、2010 年には再び上昇してい
る。 
 このように無業率、中途退学率を見る限り、高校における人的資本形成のパ








































 失業と離婚の関連についてのわが国の実証研究に目を転じると、Sakata and 
McKenzie(2007,2010)は、時系列データや都道府県別パネル･データを用いて失業
                                                 
7 家計所得と学業成績を含む子どもの発達の関係については、Haveman and Wolfe(1995)、
Blau(1999)、Morris et al.(2004)を参照のこと。 
8 経済的な辛苦と子どもの発達の関係についての実証研究としては、Elder et. Al(1985)、
McLoyd(1990)、McLoyd et al.(1994)、Conger et al.(2000)、Yeung et al.(2002)、Ström(2002)、


































 被説明変数は、離婚率（人口 1000 人あたり）、自殺死亡率（人口１０万人あ
たり）である。説明変数としては、失業率の他に経済変数として１人あたり実
































 ௜ܻ௧ ൌ ߙ଴ ൅ ߙଵܷܰܧܯ ௜ܲ௧ି௠ ൅ ߙଶܦܫܸܱܴܥܧ௜௧ି௠ ൅ ߙଷܷܵܫܥܫܦܧ௜௧ି௠ ൅ ∑ ߚ௜௡௜ୀଵ ௜ܺ௧ି௠ 
											൅ݑ௜௧                                                  (1) 
                                                 
10 大都市都道府県ダミーは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪







      ただし、 ௜ܻ௧：高校における中退率、長期不登校率、高卒時点における無   
         業率 
       ܷܰܧܯ ௜ܲ௧ି௠：失業率 
       ܦܫܸܱܴܥܧ௜௧ି௠：離婚率 
       ܷܵܫܥܫܦܧ௜௧ି௠：自殺死亡率 
       ௜ܺ௧ି௠：その他の説明変数 
       ݑ௜௧：誤差項 







説明変数は前節と同様にラグを取っている。ラグについては 1 年前、2 年前、3














                                                 
































































る。まず、(1)式から t-T 年から t 年までの人的資本形成パフォーマンスの変化に
対する失業率の直接的な寄与度は次式で与えられる。 
        








   ߙ1൫ܷܰܧܯܲതതതതതതതതതതതതതݐെ݉െܷܰܧܯܲതതതതതതതതതതതതതݐെ݉െܶ			൯ഥܻݐെഥܻݐെܶ        (2) 
各変数上のバーは、当該年の都道府県の平均値を表している。 
t-T 年から t 年までの人的資本形成パフォーマンスの変化に対する離婚率の寄与
度は次式で求められる。 
  
       ఈమሺ஽ூ௏ைோ஼ாതതതതതതതതതതതതത೟ష೘ି஽ூ௏ைோ஼ாതതതതതതതതതതതതത೟ష೘ష೅ሻ௒ത೟ି௒ത೟ష೅			      (3) 
 


























期不登校率については、データの利用可能性から 2004 年から 2009 年に限定し
た。これに対して高校中退率と卒業時無業率については 90 年代（1991 年から
2002 年まで）と 2000 年以降（2002 年から 2009 年まで）の２つの期間について
寄与度を計算した。 
 失業率の寄与度は、すべての場合について無視できない大きさであることが
わかる。高校中退率の場合には、失業率の直接効果は 90 年代において 17.6%、
2000 年代において 21.2%であり、離婚率を経る間接効果についても 90 年代にお
いて 11.8%、2000 年代において 11.3%にも及んでいる。長期不登校率の場合には、
直接効果は 37.9％にも上り、間接効果についても 10.8％を記録している。卒業


















                                                 


































                                                 
15 親の失業が親子間で世代を超えて引き継がれるのか、もしそうだとすればその要因は経
済的なものなのか遺伝的なものなのか、実証的に検討した研究としては、Johnson and 
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注：注：大都市都道府県ダミーは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県で 1、 

























0.0803                      -0.1957*     1.1379***                    1.1531** 
(0.83)                       (-1.74)          (2.79)                        (2.52)   
          1.6626***         2.1674***                4.3497**           -0.1338 
          (4.79)             (4.82)                    (2.32)              (-0.07) 
                   -0.0319*                                  -0.2048* 
                   (-1.79)                                    (-1.72) 
-31.3776  -22.9400  -28.0055  -20.0513       102.3921  85.4329  103.8263   106.8436 
(-1.61)    (-1.32)    (-1.45)    (-1.16)         (1.07)    (0.84)    (0.93)      (1.08) 
0.0371    0.0392    -0.0078   0.0374         0.0762    0.0621   0.1134     0.0760   
(1.13)     (1.20)    (-0.47)    (1.15)          (1.14)    (0.93)    (0.84)      (1.14) 
 
0.0148    0.0355   -0.0154    0.0195        0.0200    -0.1456   -0.2054     0.0196 
(0.41)     (1.07)    (-0.53)    (0.57)         (0.13)    (-1.03)    (-1.64)      (0.13) 
0.7332**  0.4456   0.7888**  0.5659*        1.8683    2.2844    2.9745     1.9007 
(1.96)     (1.43)    (2.16)     (1.78)         (0.93)    (1.14)     (1.48)      (0.94) 
0.2501    0.4260   0.2308    0.4279         0.0553    0.0373    0.0358     0.0547 
1-3 年前  1-3 年前  2 年前   1-3 年前        3 年前    2 年前   1-3 年前   3 年前 
平均    平均              平均                             平均 
470       470    470      470           282      282     282        282 
RE       RE       RE       RE               RE       RE        RE        RE 
注：表の見方は表 1 の注を参照のこと。 
表 3 高卒時無業率の決定要因 
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注：表の見方は表 1 の注を参照のこと。 
表 4 高校中退率、高卒時無業率と中学校における長期不登校率の関係 
 
      高校中退率と                                高卒時無業率と 
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                                     （１）時系列方向の変動 
 
期間    高校中退率        長期不登校率        
直接効果   間接効果    直接効果    間接効果    
1991 年—2002 年 
 
2002 年—2009 年 3 
 
 17.6%         11.8%           ---             --- 
 
 21.2%         11.3%           37.9%          10.8% 
 
 
期間    卒業時無業率 1            卒業時無業率 2               
直接効果   間接効果   合計      直接効果  間接効果    合計  
1991 年—2002 年 
 
2002 年—2009 年 
 
 36.5%         7.4%       43.9%         35.4%        9.3%        44.7% 
 









期間   高校中退率      長期不登校率     卒業時無業率 1    卒業時無業率 2 
直接効果 間接効果  直接効果 間接効果 直接効果+間接効果 直接効果+間接効果  
寄与度が 20%以上 100% 
未満の都道府県数 




   10       6           11         5             21                 21 
  
   19      14           18         11            29                 29 
 
   18      14           20         21            13                 13 
  注：1 倒産率を含まない推定式により寄与度を計算 2  倒産率を含む推定式により寄与度を計算 
     3 長期不登校率の分析期間は 2004 年から 2009 年まで。  
          4  高校中退率、卒業時無業率は 2002 年、長期不登校率は 2004 年におけるクロスセクションの変動を対象にしている      
        高校中退率の計算においては、説明変数として中学校長期不登校率を含み、失業率と離婚率をそれぞれ単独で使用した計測式によった。  
     長期不登校率の計算においても、説明変数として失業率と離婚率をそれぞれ単独で使用した計測式によった。 
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図1 高卒時無業率、高校中退率と長期不登校率の推移  
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図2 自殺死亡率と離婚率の推移 
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